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本日、令和６年３月都留市議会定例会を招集いたしましたところ、

議員各位におかれましては、ご出席まことにご苦労様でございます。 

 また、市政推進にあたりまして、日頃から多大なご協力とご尽力

を賜り、厚くお礼を申し上げます。 

はじめに、１月１日に発生しました「能登半島地震」により、  

亡くなられた方々のご冥福をお祈りしますとともに、甚大な被害に

遭われた方々に対しまして、心からお見舞いを申し上げます。 

石川県で最大震度７を記録した今回の地震では、東日本大震災 

以来となる大津波警報が発令されたほか、建物の倒壊や大規模火災

など、甚大な被害が発生いたしました。 

本市では、被災地支援のため、二度にわたり石川県珠洲市へ計４

名の職員を派遣し、物資拠点での支援物資の管理業務などの支援を

行ってきたところであります。 

また、市立病院のＤＭＡＴ隊においては、地震発生直後から被災

地にむかい、被災者への医療支援活動を行ってきたほか、消防本部

からは、緊急消防援助隊山梨県隊として署員計１２名が被災地へ 

出動し、救急活動を行ってきたところであります。 

今後におきましても、被災地支援の長期化が想定されますので、

必要な支援を行うとともに、今回の被災地での支援活動における 



  

職員の経験を本市の災害対応力の向上につなげてまいりたいと 

考えております。 

一方、防災対策において重要となる自助・共助への取り組みに 

つきましては、各家庭や自主防災会が中核となり、さまざまな防災

に対する活動を行っていただいてきたところでありますが、今回の

能登半島地震を契機として、自主避難所を含む避難所の運営体制、

道路の寸断による孤立集落の発生など、新たな課題が浮かび上がっ

ております。 

このため、本市といたしましても、各地域における防災対策を 

さらに推進していくため、自主防災会の取り組みを支援する体制を

整えるべく、令和６年度当初予算にて関係予算を拡充いたしました。 

防災対策は、自助・共助・公助のそれぞれが災害対応力を高め、  

連携することが重要であることから、引き続き地域全体の防災力を

高めるための諸施策に積極的に取り組み、安全・安心に暮らせる 

まちづくりを推進してまいりますので、市民の皆様のご理解とご協

力をお願い申し上げます。 

それでは、本定例会に提出いたしました案件につきまして、その

概要を申し上げるとともに、あわせて私の所信の一端を申し述べ、

議員各位並びに市民の皆様のご理解とご協力を賜りたいと存じ 



  

ます。 

 はじめに、「企業誘致」についてであります。 

本市は、「東京圏へのアクセスの良さ」や「学生が多く雇用が  

確保しやすい」など、立地環境において企業から高く評価されて 

おりますが、既存工業団地に空き区画が無い状況を踏まえ、中央 

自動車道都留インターチェンジに近くアクセス性に優れ、また災害

リスクの少ない厚原牛石地区へ新工業団地を整備するため、現在、

用地取得に向けた用地測量及び補償費算定調査を実施している 

ところであります。 

来年度からは、都留市土地開発公社と協定を締結する中で、本格

的な用地交渉に着手するとともに、工業団地整備に向けた造成設計

及び道路設計などを実施してまいります。 

また、企業が立地先を選定する際の重要な要素となる立地支援 

として、企業用地に対する固定資産税を軽減するため、固定資産税

減収額の一部が交付税措置される国の減収補填制度を活用した 

固定資産税の課税免除等に関する条例制定案について、本定例会に

議案として上程しているところであります。 

この条例が制定されることにより、設備投資に対する助成や建物、

償却資産の固定資産税相当額の支援などといった既存の支援制度



  

と合わせることで、県内で最も充実した支援内容となることから、

この優遇制度を広く周知しながら、引き続き強力に企業誘致を推進

してまいります。 

次に、令和５年度「企業版ふるさと納税に係る大臣表彰」につい

てであります。 

本市では令和４年度から、地方創生応援税制の一つである「企業

版ふるさと納税」の制度を活用し、株式会社ニコン日総プライム 

から派遣された人材を中心に、まなびの未来づくり事業を推進して

おります。 

この事業は、子どもたちの好奇心を掻き立てることにより、主体

的に学び、自ら考える力を養う、本市ならではの「探究型」を柱と

した新たな教育プログラムと探究の場の創出を目的として推進 

するものであり、これまでに、事業の推進主体となる「一般社団  

法人都留まなびの未来づくり推進機構」の設立、市内外の大学や 

企業等と連携した子ども向けプログラムの提供や、大人向けの学び

の場の提供など、各種の取り組みを行ってまいりました。 

このたび、これらの取り組みが高く評価され、本市が全国５つの

大臣表彰の被表彰団体の１つに選ばれました。 

この表彰は、企業版ふるさと納税制度の活用において、特に顕著



  

な功績を上げ、他の模範となると認められる活動を行った地方公共

団体や企業が内閣府特命担当大臣から表彰されるもので、このよう

な名誉ある賞を賜ることができたことは、大変光栄なことであり 

ます。 

今後ともこの受賞を励みに、引き続き、子どもたちの「自ら学び、

考える力」を養う「探求の場」を継続的に提供してまいります。 

次に、「都留文科大学附属小学校の統合」についてであります。 

全国的に少子化が進む中、本市においても児童生徒数が大幅に 

減少しており、小中学校の小規模化による教育環境へのさまざまな

課題が懸念されております。 

学校教育においては、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、

認め合い、協力し合い、切磋琢磨することで、一人ひとりの資質や

能力を伸ばしていくことが重要であることから、小中学校において

は、一定の集団規模が確保されていることが望ましいと考えられて

おります。 

このようなことから本市では、令和３年度に「都留市小中学校適

正規模・適正配置基本方針」を策定し、本市独自の単式学級の下限

基準を定め、この基準を満たさない学校につきましては、基本的に、

小学校の場合は同一中学校区の小学校と、中学校の場合は近隣の 



  

中学校と統合することとし、令和５年４月に旧旭小学校を禾生第一

小学校に統合したところであります。 

また、この基準を満たしていない都留文科大学附属小学校におき

ましても、本年１月２９日に、都の杜うぐいすホールで開催いたし

ました「小学校の統合準備に関する説明会」において、令和９年度

に谷村第一小学校と統合する基本方針等について、保護者や地域 

住民、学校関係者の方々にご説明させていただき、後日、都留文科

大学附属小学校の児童に対しても説明をさせていただいたところ

であります。 

統合にあたりましては、都留文科大学附属小学校の特色を谷村 

第一小学校が引き継ぎ、都留文科大学の附属学校と位置づけると  

ともに、英語特区である教育課程特例校を継承・発展させていく 

こととしております。 

統合に向けては、保護者、地域住民等との地域間協議や学校間 

協議を重ねるとともに、統合前から両校の枠組みでの学校運営協議

会を設置し、統合後の学校運営における地域とのかかわりを強い 

ものにしていきたいと考えておりますので、市民の皆様のご理解と

ご協力をお願いいたします。 

次に、「指導主事の配置」についてであります。 



  

少子高齢化とそれに伴う人口減少が急速に進行する中で、高度 

情報化の進展に伴う社会のグローバル化が進んでいくことが見込

まれており、１０年後、２０年後の本市の教育の在り方を思い描き、

未来を担う子どもたちのために、今、何をすべきか考えることが 

極めて重要な時期となっております。 

このため本市では、これからの未来をひらく心豊かな人材育成の

ため、教育に関するさまざまな施策を講じる中で、すべての子ども

たちの可能性を引き出す「個別最適な学び」と「協働的な学び」の

一体的な充実を図り、少子化に対応した活力ある、そして、確かな

学力と豊かな心を育む、魅力と特色にあふれた学校づくりを力強く

推進し、「教育首都つる」のさらなる充実を図るための施策を展開

してまいります。 

その方策の一つとして、令和６年度より、本市教育委員会に指導

主事を配置すべく、県教育委員会に対し、指導主事の派遣について

要望しているところであります。 

指導主事は、学校における教育課程、学習指導、その他学校教育

に対し、教養と経験を有する専門的教育職であり、教育委員会の 

職員として指導主事を配置することは、本市の教育の充実と向上を

図るうえでも重要な施策であります。 



  

また、学校教育における課題に対応するためには、さまざまな 

教育改革を行う必要があり、教育改革が学校現場で着実に実施され

るためには、学校と行政との懸け橋役となる「指導主事」の役割が

重要となります。 

次代を担う子どもたちのため、また、教育移住による児童生徒数

の増加を実現するためにも、「都留市で子どもを学ばせたい」と  

思える、魅力と特色ある学校づくり、そして、それに連動した、  

より良い教育活動を今後とも力強く展開してまいります。 

次に、「都留市教育支援センターの設置」についてであります。 

不登校状態の子どもたちへの支援並びに不安を抱えている子ど

も及びその保護者に対する教育相談など、これまで教育研修センタ

ーで行ってきた業務は、複雑かつ広範囲に及んでおり、多様な支援

機関が連携して行う支援の重層化が求められております。 

そこで、本年４月から、教育研修センターと適応指導教室の業務

を一体化した教育支援センターを設置することにより、子どもたち

の学校、家庭等における教育上の課題解決に向けた包括的支援の 

さらなる強化を図り、誰一人取り残さない教育活動の充実を目指し

てまいります。 

なお、教育支援センターにつきましては、県から譲り受けた男女



  

共同参画推進センターぴゅあ富士を改修、整備した「教育プラザ 

都留」内に、教育委員会事務局とともに、本年４月から設置いたし

ます。 

これを受け、本庁舎においては、産業課や上下水道課の庁内配置

も変更する予定でありますが、市民の皆様に混乱をきたすことの 

ないよう周知等の準備を行い、案内体制の充実など配慮してまいり

ますので、皆様のご理解をお願いいたします。 

次に、「こども家庭センター」についてであります。 

児童福祉法等の一部を改正する法律による改正後の児童福祉法

及び母子保健法において、市町村は、「子育て世代包括支援センタ

ー」と「子ども家庭総合支援拠点」の設立の意義や機能を維持した

うえで組織を見直し、「こども家庭センター」の設置に努めること

とされたところであります。 

本市におきましては、これまでも「子育て世代包括支援センター」

及び「子ども家庭総合支援拠点」を健康子育て課に設置し、両機能

を連携したうえで、子育て支援に努めてまいりましたが、このたび

の法改正を受け、両機能を一体とした「都留市こども家庭センター」

を令和６年４月に同課内に設置することといたしました。 

子ども家庭センターの設置により、すべての妊産婦、子育て世帯、



  

子どもに対し、母子保健・児童福祉の両面から一体的に相談支援を

行い、子育てに困難を抱える家庭に対して、切れ目なく適切に対応

してまいります。 

次に、「介護保険・高齢者保健福祉施策」についてであります。 

団塊の世代すべてが７５歳となる２０２５年を迎え、また、高齢

者人口がピークを迎える２０４０年を見据えますと、医療・介護 

双方の複合的ニーズを有する要介護高齢者が増加し、その一方で、

生産年齢人口が急減することが見込まれる状況であります。 

このような状況の中、３年に一度となります、今般の介護保険 

制度の改正では、中長期的な介護ニーズに応じた介護サービス基盤

を医療提供体制と一体的に整備するとともに、地域包括ケアシステ

ムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上が求め

られております。 

こうした中、令和６年度から令和８年度までを期間とする「第９

期都留市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、介護保険  

運営協議会の中で協議を重ね、国における制度改正の内容を踏まえ

ながら、本市の高齢者を取り巻く現状や介護給付費の状況を勘案し、

策定いたしました。 

特に、この計画の中でお示しする介護保険料につきましては、 



  

本市において重点的に取り組んできた「いーばしょ」をはじめと 

する介護予防や健康づくり対策事業による成果として積み立てる

ことができた基金を最大限活用することで、第８期計画の保険料 

基準月額に比べ、２９２円の増加と、最小限に抑えるよう設定した

ところであります。 

新たな計画におきましても、「いーばしょ」をはじめとするフレ

イル予防事業の推進や認知症高齢者支援事業など重点施策として

継続し、地域包括ケアシステムの一層の推進を図ることにより「高

齢者の誰もが生きがいを持ち、はつらつと安心して暮らせるまち」

の実現に向けて取り組んでまいります。 

次に、「都留市地域公共交通計画」についてであります。 

本計画の策定過程において、令和５年１１月２０日から令和６年

１月１９日まで行いました「エーアイデマンド型交通『ＡＩ（アイ）

つる～と』の実証運行」では、４５９人の方に登録いただき、のべ

１，７１３回の利用がありました。 

また、登録利用者の約半数となる２１２人の方々にご協力いただ

いたアンケートの結果では、約９割の方から「大変満足」「満足」

との回答をいただきました。 

満足した理由といたしましては、「乗りたい時間に乗れる」、「事



  

前に予約ができる」、「待ち時間が短い」等の意見などが多く見られ

ましたが、その反面、約１割の方が、「停留所が少ない、足りない」、

「運行終了時間が早い」、「運行予定日が足りない」等の理由から、

「不満」「少し不満」と回答しております。 

また、利用頻度への回答では「週に１日から２日」が多く、利用

目的は「買い物」や「通院」、「趣味・娯楽」等があり、市民の生活

の足の一助となっていたことがうかがえ、「外出する機会が増えた」

と回答された方もおりました。 

一方、利用者登録はしたものの、「ＡＩ（アイ）つる～と」を   

一度も利用しなかった方もおり、その理由につきましては、「自分

で自動車を運転できるから」が多く、アプリ登録や予約方法等  

「利用方法がよくわからない」という理由もありました。 

総合的な結果といたしましては、約９割の方々が、今回の運行 

形態にならった公共交通について、「継続してほしい」と回答して

おります。 

今回の実証運行の実績データ及びアンケート結果の分析を行い、

導入経費や利用者想定を踏まえた費用対効果を考慮しながら、本計

画に反映する中で、運行業者等の関係機関との協議を重ね、市民の

ニーズに対応した、便利で快適な新しい公共交通手段の実現を目指



  

してまいります。 

次に、「地球温暖化対策への取り組み」についてであります。 

現在、地球温暖化による気候変動などにより環境面に及ぼす悪影

響が国際的な問題となっており、この温暖化対策への取り組みは、

持続可能な開発を目標とするＳＤＧｓのゴールにも直結するもの

であります。 

本市では、市の事務事業に関する「温室効果ガスの排出量の削減」

と「温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化」に取り組むための 

計画である「第１期都留市地球温暖化対策実行計画 事務事業編」

を平成１２年度に策定し、その後、適宜見直しを行い、令和４年度

に「第４期都留市地球温暖化対策実行計画 事務事業編」を策定 

いたしました。 

また、あわせて市内の公共施設等における「再エネ設備導入ポテ

ンシャル調査」を実施し、現在、この調査結果や地域特性を考慮し

た再生可能エネルギー発電設備の導入目標等を反映する中で、まち

全体を対象とした「都留市地球温暖化対策実行計画 区域施策編」

を策定中であります。 

本計画は、本市における地球温暖化対策に係る総合的な計画とな

っており、「人と自然に優しい未来をつなぐ 持続可能な カーボ



  

ンニュートラルのまち つる」を基本理念として掲げ、市民・事業

者・行政がそれぞれの役割と責任を持って、温室効果ガスの削減と

気候変動への適応に取り組むとともに、各主体が連携・協力した 

取り組みを進めることとしております。 

また、「自然環境と調和した再生可能エネルギーの推進」をはじ

めとする、６つの基本方針を定め、これまでの検討結果や地域課題

を踏まえた、講じるべき施策に基づくロードマップを作成し、これ

らを実現するため、「屋根置き型太陽光発電の推進」、「適切な森林

管理による森林吸収量の維持・拡大」を重点施策として設定して 

おります。 

温室効果ガスにつきましては、排出削減を中心とした「緩和」  

だけでなく、気候変動の悪影響に適応する能力並びに強靭性を高め

るという「適応」という２つの行動を並行して進めていくことが 

求められております。 

本市といたしましても、今後も、国の目標値を基準として温室 

効果ガス実質排出量を２０１３年比で「２０３０年までに４７パー

セント削減」、「２０５０年に実質排出量ゼロ」とした「ゼロカーボ

ンシティ」の達成に向け、国の交付金などを積極的に活用しながら、

地域課題の解決に向けた取り組みを展開してまいります。 



  

次に、「森林環境譲与税を活用した取り組み」についてであり  

ます。 

温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るための 

森林整備に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、令和元年

度から全国の地方自治体に「森林環境譲与税」が譲与されておりま

すが、令和６年度からは、「森林環境税」が国税として１人年額  

千円が賦課徴収され、その税収を財源に、市町村への「森林環境  

譲与税譲与額」が拡充されます。 

その「森林環境譲与税」を財源とした事業として、本市では、「森

の学校」などの先駆的に取り組んだ事業を継続していくとともに、

「民有林整備事業」による危険木や緩衝帯などの森林整備や、森林

経営管理制度を活用した間伐や植栽等の山林整備を進め、また、国

や県の補助事業である「ナラ枯れ被害拡大防止事業」や「森林環境

保全推進事業」なども活用しながら、「山地災害に強い森林づくり」

を進めてまいります。 

次に、「観光振興」についてであります。 

本市では、「富士の麓の小さな城下町」を観光ビジョンに掲げ、

令和５年３月に改定した「つる観光戦略」は、「シビックプライド

醸成戦略」、「滞在型ツーリズム戦略」、「インバウンド戦略」の３つ



  

の方針と、地域の観光施設の整備を行う個人・事業者に対して支援

を行う「観光資源活用戦略」をあわせた４つの戦略で構成しており

ます。 

「シビックプライド醸成戦略」では、「つるのルーツプロジェ  

クト」を立ち上げ、勝山城などのＡＲスポット来訪や、本市の歴史

文化にふれることで獲得したポイントを、市内飲食店や宿泊施設等

で利用できる独自のプログラムを広く活用することで、将来的に 

市民の皆様が「城下町つる」の魅力を外部へ発信するような仕組み

づくりを目指してまいります。 

また、市制施行７０周年を記念して、特別に数量限定で勝山城の

「切り絵御城印」を新たに作成し、２月から先行販売を開始して 

おり、今後も新たなコンテンツの創作などにより、本市への誘客を

図り、交流人口の増加による地域活性化を推進してまいります。 

「滞在型ツーリズム戦略」といたしましては、体験・体感型アク

ティビティの発掘や、滞在型ツーリズムの企画・実施に向け、観光

パンフレットの刷新や、観光協会のホームページのリニューアル 

などを行い、つる大使やＳＮＳ等と連携することで、観光情報を 

市内外に広く発信できるよう、さまざまなツールの拡充を図って 

まいります。 



  

次に、「農業振興」についてであります。 

山林面積が広く、田畑との距離が近い本市においては、サル、  

シカ、イノシシなどの野生鳥獣による農作物被害の軽減を図るため

に対策を講じることは、農業従事者の営農意欲の高揚や地域の安全

確保に必須であります。 

そのようなことから、山林と農地の境界への鳥獣侵入防止施設を

設置する場合の費用の一部を助成する有害鳥獣対策事業により 

獣の侵入防止対策の効果を高めるとともに、猟友会や農業委員を 

構成員とする鳥獣被害対策実施隊による有害鳥獣駆除の体制を 

強化してまいります。 

また、農業従事者の高齢化や従事者不足により増加傾向にある 

耕作放棄地についても、担い手への農地利用の集積や荒廃農地の 

再生利用の促進などの対策を進め、適切な管理と農地の保全に努め

てまいります。 

次に、「県営中山間地域総合整備事業」についてであります。 

農業の生産条件等が不利な中山間地域において、農業・農村の 

活性化を図るためには、農業生産基盤の整備及び農村生活環境の 

整備は必要不可欠であります。 

現在、整備を進めている都留西部地区におきましては、引き続き



  

スケジュールに基づき整備を推進するとともに、都留東部地区に 

つきましては令和７年度の整備開始を目指し、整備計画について 

地元関係者との協議及び県との調整を進めてまいります。 

次に、「都留市立病院経営強化プラン」についてであります。 

令和４年３月に、国から「持続可能な地域医療提供体制を確保す

るための公立病院経営強化ガイドライン」が示され、それに伴い、

令和９年度までを計画期間とする「都留市立病院経営強化プラン」

を策定いたしました。 

国のガイドラインでは、公立病院の経営強化の基本的な考え方 

として、「今後の公立病院の経営強化の目指すところは、公・民の

適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制の確保を 

図り、その中で公立病院が安定した経営のもと、へき地医療・不採

算医療や高度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担って

いくことができるようにすること」や、「新興感染症の感染拡大時

等の対応という視点を持って、公立病院の経営を強化していくこと

が重要である」ということが示されております。 

これらの内容を踏まえ、当院においては、診療所が極端に少なく

高齢化が進む地域の実情を加味してプランを策定し、現状の医療 

体制を維持しながら在宅支援の機能を拡充させ、病院から在宅まで



  

切れ目のない医療が提供できる「地域密着型の小規模多機能な  

病院」として役割を果たしていくこととしました。来年度からは、

その取り組みの一環として、訪問看護を組織化し、訪問診療と一体

的に事業を展開してまいります。 

さて、令和６年度は、市制施行７０周年を迎える記念すべき年度

でもあります。本市の古希を市民の皆様と一緒に祝うとともに、 

この節目の年をさらなる飛躍の年とするよう、市民の皆様のご協力

をいただく中で、諸施策を着実にスピード感をもって進めてまいり

ます。 

また、そうした機運の上昇を図るため、年間を通じて、記念式典

をはじめ記念事業を実施し、本市を盛り上げていきたいと考えて 

おります。事業実施にあたっては、７０年という本市の歴史を振り

返り、諸先輩方が守り、築かれてきた歴史と文化、そして豊かな  

自然への誇り「シビックプライド」を醸成することをテーマに掲げ

実施してまいりたいと考えておりますので、市民の皆様のご協力を

お願いいたします。 

それでは、本定例会に提出いたしました案件の内容につきまして

申し上げます。 

今回、提出いたしました案件は、専決処分の承認を求める案件  



  

２件、条例案１４件、令和６年度予算案１４件、令和５年度補正  

予算案４件、その他の案件２件であります。 

はじめに、令和５年度都留市一般会計補正予算の専決処分の承認

を求める件について、ご説明申し上げます。 

令和５年度一般会計補正予算（第９号）につきましては、住民税

均等割のみ課税世帯に対し、一世帯当たり１０万円を、住民税非課

税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に対し、１８歳以下の子ども

一人当たり５万円を支給することに要する経費について、地方自治

法第１７９条第１項の規定に基づき、専決処分により対応したもの

であります。 

歳入歳出予算とも１億１千２９３万円を追加し、予算総額を  

１８１億９千９３６万１千円としたものであります。 

令和５年度一般会計補正予算（第１０号）につきましては、新型

コロナウイルス感染症予防接種による健康被害について、国から 

認定された１件に対し、予防接種健康被害給付金を支給することに

要する経費について、地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、

専決処分により対応したものであります。 

歳入歳出予算とも４千４４１万２千円を追加し、予算総額を  

１８２億４千３７７万３千円としたものであります。 



  

続きまして、条例案について、ご説明申し上げます。 

まず、「都留市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する 

条例及び都留市職員の育児休業等に関する条例中改正の件」につき

ましては、山梨県人事委員会の給与改定に関する勧告等に鑑み、 

会計年度任用職員の処遇改善をするため、所要の改正をするもので

あります。 

次に、「都留市手数料条例中改正の件」につきましては、戸籍法

の一部を改正する法律の施行に伴い、あわせて規定の整備を行う 

ため、所要の改正をするものであります。 

次に、「都留市地域経済牽引事業促進区域における固定資産税の

課税免除に関する条例制定の件」につきましては、地域経済牽引 

事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律に基づ

く県の認定を受けた事業者に対し、固定資産税の課税免除措置を 

講ずるため、制定するものであります。 

次に、「都留市地方活力向上地域における固定資産税の特別措置

に関する条例制定の件」につきましては、地域再生法の規定に基づ

く県の認定を受けた事業者に対し、固定資産税の特別措置を講ずる

ため、制定するものであります。 

次に、「都留市教育支援センター条例制定の件」につきましては、



  

都留市教育支援センターの設置に伴い、管理運営その他必要な事項

を定めるため、制定するものであります。 

次に、「地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備の件」につきましては、地方自治法の一部を改正する法律の

施行に伴い、所要の改正をするものであります。 

次に、「都留市職員の勤務時間、休暇等に関する条例中改正の件」

につきましては、職員の夏季休暇について、県及び県内他市の状況

を鑑み、本市の職員の福利厚生向上のため、所要の改正をするもの

であります。 

次に、「都留市行政手続における特定の個人を識別するための 

番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例中改正の件」につきましては、マイナン 

バーの独自利用事務に位置付ける必要があるため、また、行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をするもので 

あります。 

次に、「都留市ふるさと応援基金条例中改正の件」につきまして

は、ふるさと納税制度の改定に伴い、あわせて規定の整備を行う 

ため、所要の改正をするものであります。 



  

次に、「都留市介護保険条例中改正の件」につきましては、介護

保険法施行令の一部改正及び都留市介護保険事業計画の見直しに

伴い、所要の改正をするものであります。 

次に、「都留市特定公共賃貸住宅管理条例中改正の件」につきま

しては、特定公共賃貸住宅田原団地の家賃の見直しに伴い、所要の

改正をするものであります。 

次に、「都留市水道事業給水条例中改正の件」につきましては、

水道法の一部改正に伴い、あわせて規定の整備を行うため、所要の

改正をするものであります。 

次に、「都留市非常勤職員の報酬及び費用弁償額並びに支給方法

条例中改正の件」につきましては、学校運営協議会委員報酬を改定

するため、所要の改正をするものであります。 

次に、「都留市林業構造改善事業林道工事費分担金徴収条例等 

廃止の件」につきましては、当該条例の所期の目的を達成したため、

８つの条例を廃止するものであります。 

続きまして、その他の案件について、ご説明申し上げます。 

「山梨県市町村総合事務組合規約中変更の件」につきましては、

地方自治法第２８６条第１項の規定により、山梨県市町村総合事務

組合規約の変更に係る協議が必要であり、この協議のため、同法第



  

２９０条の規定により、議会の議決を経るものであります。 

次に、「協定締結の件（厚原牛石地区工業団地整備に関する協定）」

につきましては、都留市土地開発公社との協定に関し、都留市議会

基本条例第８条の規定により、議会の議決を経るものであります。 

続きまして、令和６年度各会計当初予算案について、ご説明申し

上げます。 

令和６年度の国の一般会計予算案は、令和５年度補正予算と一体

として、足下の物価高に対応しつつ、持続的で構造的な賃上げや、

デフレからの完全脱却と民需主導の持続的な成長の実現に向け、 

新しい資本主義の加速や、防災・減災、国土強靱化等の国民の安全・

安心の確保、外交・安全保障環境の変化への対応をはじめとした 

重要な政策課題に対策を講じる予算となっております。 

このような中、本市の令和６年度当初予算案につきましては、 

第６次長期総合計画の基本構想に掲げた将来像、「ひと集い 学び

あふれる 生涯きらめきのまち つる」の実現に向け、「まちづく

りの６つの方向」に示される具体的施策及び「リーディング・プロ

ジェクト」に基づいた事業を重点的に盛り込みながら予算編成を 

行ったところであります。 

その結果、予算規模につきましては、一般会計は総額で１６９億



  

８千１００万円、前年度比５．４パーセントの増となっております。 

それでは、歳出予算の概要につきまして、ご説明申し上げます。 

１款 議会費につきましては、議会運営経費として１億５千  

３６６万１千円を計上いたしました。 

２款 総務費につきましては、既存の本市の公式ＬＩＮＥアカウ

ントと連携した施設予約サービスに、教育プラザ都留等の施設を 

追加し、市民サービスの拡充を図る「都留市公式ＬＩＮＥアカウン

ト活用サービス事業」、教育プラザ都留のオープンに伴う本庁舎 

再編による第二北別館の解体とあわせ、本庁舎駐車場の区画を見直

し、来庁者にとってゆとりのある駐車場へ変更する「庁舎駐車場 

区画見直し事業」など、２２億８千８０３万５千円を計上いたしま

した。 

３款 民生費につきましては、禾生第二小学校区の既存の学童保

育施設が小学校から距離が離れているなどの問題があることから、

学校敷地内へ新設工事を行う「禾生第二小学校区学童保育施設新設

事業」など、４３億６千８２６万６千円を計上いたしました。 

４款 衛生費につきましては、帯状疱疹の発症率の低減及び 重

症化予防を図るため、５０歳以上の方を対象に任意接種である帯状

疱疹ワクチンの接種費用の一部を助成する「帯状疱疹予防接種費用



  

助成事業」、上水道第一水源からの揮発性有機化合物ＥＴＢＥの検

出に伴い実施している新水源整備について、令和６年６月の稼働開

始に向け、工事と諸手続きを進める「新水源整備事業」など、１９

億８千４５６万４千円を計上いたしました。 

５款 農林水産業費につきましては、野生鳥獣による農作物及び

住民被害の軽減を図るため、有害鳥獣駆除の強化を図る「有害鳥獣

対策事業」など、２億５千４２５万１千円を計上いたしました。 

６款 商工費につきましては、厚原牛石地区に新工業団地を整備

し、雇用機会の確保及び地域経済の活性化に繋げるとともに、効率

的で効果的な土地利用を図り、企業誘致を一層推進するため、都市

計画区域変更に向けた基礎調査を実施する「企業誘致推進事業」、

市制７０周年とふるさと時代祭りが４０回を迎えることを記念し

て、さまざまな事業を企画し、本市最大のイベントとして集客を図

る「第４０回ふるさと時代祭り記念事業」など、１億６千１５０万

３千円を計上いたしました。 

 ７款 土木費につきましては、まちなかで利便性の優れた公園、

子育て世帯が利用しやすい公園、多世代が交流できる公園として、

都留市総合運動公園内に、大型遊具等の新設工事を行う「総合運動 

公園大型遊具等新設事業」など、１８億９千７１０万６千円を計上



  

いたしました。 

 ８款 消防費につきましては、指定避難所で使用する自動ラップ

式の簡易トイレを整備するとともに、自主防災組織に対する防災 

資機材の整備費補助金を拡充すること、また、消防団員の安定的な

確保を図ることで地域の安全・安心を守るため、消防団員の出動 

報酬を増額する「地域防災力強化事業」など、６億１千２０３万  

２千円を計上いたしました。 

 ９款 教育費につきましては、教育環境の向上と老朽化した学校

設備の一体的整備を推進するため、市内小中学校のトイレの全面 

改修を計画的に実施する「小中学校トイレ改修事業」、県から移譲

された「県立男女共同参画推進センター（ぴゅあ富士）」と「ふる

さと会館」を統合し、「教育プラザ都留」と改称して一体的な運営

を行う「教育プラザ都留管理運営事業」など、３９億７千１４７万

９千円を計上いたしました。 

 次に、特別会計について、ご説明申し上げます。 

 国民健康保険事業特別会計につきましては、保険給付費のほか、

都道府県単位での運営に伴う国民健康保険事業費納付金、高齢者の

医療の確保に関する法律に基づく「特定検診事業」など、３０億  

１千１９７万円を計上いたしました。 



  

 介護保険事業特別会計につきましては、令和６年度からの第９期

介護保険事業計画に基づく、介護サービス給付費と、要介護状態の

改善や悪化防止を目的とした予防サービス給付及び要介護状態と

なることの予防を目的とした「地域支援事業」など、３１億２千  

５９７万９千円を計上いたしました。 

 介護保険サービス事業特別会計につきましては、要支援状態の 

改善や重度化予防を行う、予防ケアプランの作成を主なものとして、

１千２３万８千円を計上いたしました。 

 後期高齢者医療特別会計につきましては、保険料徴収事務費と 

山梨県後期高齢者医療広域連合への納付金など、７億７千９９９万

２千円を計上いたしました。 

 桑代沢外１７恩賜林保護財産区管理会特別会計等５特別会計に

つきましては、予算総額を１千３２２万２千円とするものであり 

ます。 

 次に、公営企業会計につきまして、ご説明申し上げます。 

 水道事業会計につきましては、収益的支出及び資本的支出の合計

額として、６億１千７０万７千円を計上いたしました。 

 簡易水道事業会計につきましては、収益的支出及び資本的支出の

合計額として、５億７千２２８万円を計上いたしました。 



  

 下水道事業会計につきましては、収益的支出及び資本的支出の 

合計額として、１３億６千６６２万８千円を計上いたしました。 

 病院事業会計につきましては、収益的支出及び資本的支出の合計

額として、４４億４千４６７万４千円を計上いたしました。 

 次に、令和５年度一般会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者

医療特別会計補正予算案について、ご説明申し上げます。 

 今回の補正は、国の補正予算を活用した関連事業及び今後の本市

の財政運営を見据えた各基金への積立を主なものといたしまして 

補正するものであります。 

まず、令和５年度一般会計補正予算案（第１１号）について、  

ご説明申し上げます。 

保育等に係る公定価格の増額改定に伴い、保育園等への子ども・

子育て支援教育・保育給付費の増額に要する経費について追加する

ものであり、歳入歳出予算とも３千６０８万４千円を追加し、予算

総額を１８２億７千９８５万７千円とするものであります。 

なお、この補正予算案（第１１号）につきましては、特に緊急性

を要する事業であるため、本日、議会初日での議決をお願いする 

ものであります。 

続きまして、令和５年度一般会計補正予算案（第１２号）につい



  

て、ご説明申し上げます。 

一般会計につきましては、１３億１３４万円を追加し、予算総額

を１９５億８千１１９万７千円とするものであります。 

それでは、主な歳出の内容について、ご説明申し上げます。 

３款 民生費につきましては、低所得者支援及び定額減税を補足

するものとして実施する「定額減税調整給付事業」並びに令和６ 

年度に新たに住民税非課税となる世帯及び住民税均等割のみ課税

となる世帯に対し、一世帯当たり１０万円、子ども一人当たり５万

円を支給する「物価高騰対応重点支援事業」に要する経費などと 

して、２億１千７０２万円を追加するものであります。 

４款 衛生費につきましては、大月都留広域事務組合の令和５ 

年度一般廃棄物処理負担金の確定に伴い、４千３２９万１千円を 

減額するものであります。 

５款 農林水産業費につきましては、台風や大雨等により土砂 

流出が発生している箇所を、県が実施する農村地域防災減災事業を

活用し、土砂崩壊防止施設の整備に要する負担金として、７８７万

１千円を追加するものであります。 

６款 商工費につきましては、企業誘致を推進するにあたり、 

産業集積促進助成金等の企業誘致に必要な財源を確保するための



  

産業活性化推進基金への積立金として、１億円を追加するもので 

あります。 

７款 土木費につきましては、企業誘致予定地へのアクセス道路

となっている栄町長者町線支線３号の道路改良詳細設計に要する

経費などとして、８千９３４万９千円を追加するものであります。 

９款 教育費につきましては、谷村第一小学校及び市内中学校の

特別教室に空調設備を設置することに要する経費、公立大学法人 

都留文科大学運営基金への積立金などとして、４億８千１２２万 

１千円を追加するものであります。 

１２款 諸支出金につきましては、市債管理基金への積立金など

として、４億４千９１７万円を追加するものであります。 

なお、事業を翌年度に繰り越すものにつきましては、繰越明許費

の追加を行い、地方債につきましては、起債の追加及び変更を行う

ものであります。 

次に、特別会計について、ご説明申し上げます。 

令和５年度都留市介護保険事業特別会計補正予算案（第３号）に

つきましては、令和４年度からの繰越金のうち保険料繰越分につい

て、介護保険給付費支払準備基金への積立金として９２３万円を 

追加し、予算総額を３１億４千５７５万３千円とするものであり 



  

ます。 

令和５年度都留市後期高齢者医療特別会計補正予算案（第１号）

につきましては、山梨県後期高齢者医療広域連合に対する負担金の

増額として１千１６４万８千円を追加し、予算総額を６億５千  

４６０万１千円とするものであります。 

以上、提出議案につきまして概略申し上げましたが、よろしく  

ご審議の上、ご議決くださいますようお願い申し上げます。 


